
３０令和３年度令和３年度



1． ①令和３年度　市町村民税・道府県民税　特別徴収税額の決定・変更通知書（特別徴収義務者用）1． ①令和３年度　市町村民税・道府県民税　特別徴収税額の決定・変更通知書（特別徴収義務者用）

　　②令和３年度　市町村民税・道府県民税　特別徴収税額の決定・変更通知書（納税義務者用）　　②令和３年度　市町村民税・道府県民税　特別徴収税額の決定・変更通知書（納税義務者用） ………… ………… 各納税者に交付して下さい。各納税者に交付して下さい。

2． 個人村民税・県民税納入書（令和３年６月分～令和４年５月分）2． 個人村民税・県民税納入書（令和３年６月分～令和４年５月分）



28　地方税法第41条及び第321条の4第1項並びに粟国村税条例第45条の規定によって、あなたを令和３年度市町村民税・

県民税の特別徴収義務者にご指定申し上げ、特別徴収税額を別紙個人明細書のとおり通知いたしますので、徴収

ならびに納入方よろしくお願いいたします。

　なお、別紙の「納税義務者への通知書」を交付した後に、納税者が通知書の特別徴収税額のうち給与所得以外の

所得にかかる税額の全部または一部を普通徴収の方法によって徴収されたい旨を申し出た場合においては、その旨

を遅くとも6月30日までに申し出てください。また、この通知に記載された事項について不服がある場合は、この

通知書を受けとった日の翌日から起算して、３ヵ月以内に市町村長に対して審査請求をすることができます。

令和３年度　市町村民税・県民税特別徴収義務者指定通知書令和３年度　市町村民税・県民税特別徴収義務者指定通知書

髙　良　修　一髙　良　修　一



令和３年度村民税・県民税特別徴収について令和３年度村民税・県民税特別徴収について

　村民税・県民税の特別徴収事務につきましては、毎年格別の御協力を賜り御礼申し上げます。　村民税・県民税の特別徴収事務につきましては、毎年格別の御協力を賜り御礼申し上げます。

　さて、本年度も村民税・県民税の特別徴収事務につきまして御協力を頂くことになりましたので令和２年度分の特別徴収関係書類を送付い　さて、本年度も村民税・県民税の特別徴収事務につきまして御協力を頂くことになりましたので令和２年度分の特別徴収関係書類を送付い

たします。つきましては下記取扱要領にご留意の上よろしく取扱いいただきますようお願いします。たします。つきましては下記取扱要領にご留意の上よろしく取扱いいただきますようお願いします。

　　令和元年中に給与所得があり、かつ令和３年４月１日現在給与の支払を受けている者です。令和元年中に給与所得があり、かつ令和３年４月１日現在給与の支払を受けている者です。

　同封の令和３年度村民税・県民税特別徴収税額表に各納税義務者の６月から翌年５月までの月割額を算出してありますので、６月以降に　同封の令和３年度村民税・県民税特別徴収税額表に各納税義務者の６月から翌年５月までの月割額を算出してありますので、６月以降に

支払う給与から翌年の５月まで毎月、その該当する月割額を差引き徴収し翌月の10日までに納入してください。支払う給与から翌年の５月まで毎月、その該当する月割額を差引き徴収し翌月の10日までに納入してください。



　特別徴収義務者は、事業所等で給与の支払を受ける者が常時１０人未満である場合は、特別徴収税額の納期の特例に関する申請書　特別徴収義務者は、事業所等で給与の支払を受ける者が常時１０人未満である場合は、特別徴収税額の納期の特例に関する申請書

を６月末日までに村長に対して提出し、その承認を受けたときは、下記のとおり年２回にわけて特別徴収税額を納入することができを６月末日までに村長に対して提出し、その承認を受けたときは、下記のとおり年２回にわけて特別徴収税額を納入することができ

ます。ます。

※令和元年度に納期の特例を受けている事業所については申請の必要はありません。ただし、以前に納期特例を受けていた場合は※令和元年度に納期の特例を受けている事業所については申請の必要はありません。ただし、以前に納期特例を受けていた場合は

再度申請をして下さい。再度申請をして下さい。

 （１）６月分から１１月分までは１２月１０日までに納入 （１）６月分から１１月分までは１２月１０日までに納入

 （２）１２月分から５月分までは６月１０日までに納入 （２）１２月分から５月分までは６月１０日までに納入



令和３令和３ 令和令和４

１
１

　特別徴収の方法によって納税している人が退職等により給与の支払を受け　特別徴収の方法によって納税している人が退職等により給与の支払を受け

なくなった場合で下記の（１）又は（２）に該当するときは、特別徴収義務なくなった場合で下記の（１）又は（２）に該当するときは、特別徴収義務

者は、給与又は退職手当等の支払をする際に必ず残税額を一括徴収し、徴収者は、給与又は退職手当等の支払をする際に必ず残税額を一括徴収し、徴収

した翌月の10日までに納入してください。した翌月の10日までに納入してください。

 （１）退職の日が令和３年６月１日から12月31日までのとき （１）退職の日が令和３年６月１日から12月31日までのとき

退職した給与所得者から一括徴収されたい旨の申出があり、かつ残税額を超退職した給与所得者から一括徴収されたい旨の申出があり、かつ残税額を超

える給与又は退職手当等が支払われる場合。える給与又は退職手当等が支払われる場合。

 （２）退職の日が令和４年１月１日から4月30日までのとき （２）退職の日が令和４年１月１日から4月30日までのとき

令和４年５月31日までに残り税額を超える給与又は退職手当等が支払われ令和４年５月31日までに残り税額を超える給与又は退職手当等が支払われ

る場合、本人の承諾がなくても一括徴収となります。る場合、本人の承諾がなくても一括徴収となります。



支払長期損害保険料（Ａ） 地震保険料控除に含まれる額
Ａ≦5,000円 Ａ全額

5,000円＜Ａ≦15,000円 Ａ×1/2＋2,500円
15,000円＜Ａ 10,000円

－4－

種　　　類 控　　　　　除　　　　　額

1 雑 損 控 除
次のいずれか多い金額
①（損失の金額－保険等により補てんされた金額）－（総所得金額等×1/10）
②（災害関連支出の金額－保険等により補てんされた額）－5万円

2 医 療 費 控 除
（支払った医療費－保険等により補てんされた額）

－{（総所得金額×5/100）または10万円のいずれか低い額}
（限度額200万円）

3 社 会 保 険 控 除 支払った額

4 小 規 模 企 業 共
済 等 掛 金 控 除 支払った額

5 生命保険料控除

⑴ 支払った保険料が一般の生命保険料だけの場合
①支払った保険料が15,000円以下の場合には……支払った保険料の全額
②支払った保険料が15,000円を超え40,000円以下の場合には……………
…………………………………………支払った保険料×1/2＋7,500円

③支払った保険料が40,000円を超え70,000円以下の場合には……………
…………………………………………支払った保険料×1/4＋17,500円
④支払った保険料が70,000円を超える場合には………………… 35,000円
⑵ 支払った保険料が個人年金保険料だけの場合
①支払った保険料が15,000円以下の場合には……………………………
　……………………………………………………支払った保険料の全額
②支払った保険料が15,000円を超え40,000円以下の場合には……………
…………………………………………支払った保険料×1/2＋7,500円

③支払った保険料が40,000円を超え70,000円以下の場合には……………
…………………………………………支払った保険料×1/4＋17,500円
④支払った保険料が70,000円を超える場合には…………………35,000円
⑶ 支払った保険料が一般の生命保険料と個人年金保険料との両方であ
る場合

（支払った生命保険料について⑴により求めた金額）＋（支払った個
人年金保険料について⑵により求めた金額）

6
地震保険料控除
（旧長期損害保険）

地震保険料控除が創設されます
　地震保険への加入を促進する目的で、従来の損害保険料控除を見直
し、地震保険料控除が創設されます。（平成20年度分住民税から適用）
１．支払地震保険料の２分の１相当（上限25,000円）が所得控除として

認められます。
２．平成18年末までに締結した長期損害保険料（保険期間が10年以上
で満期返戻金のあるもの）には、従前の損害保険料控除を適用する
経過措置が設けられます（短期損害保険料控除は廃止になります）。

この経過措置に係る控除額と地震保険料控除の両方を適用できる場
合は、控除額の上限は25,000円になります。

総　　所　　得　　金　　額

（ 所　得　控　除 ）

村民税・県民税算出方法
6

地 震 保 険 料 控 除
（旧長期損害保険）

地震保険料控除

7 障 害 者 控 除
障害者である納税義務者、控除対象配偶者及び扶養親族 1 人につき …… 26万円

（特別障害者については） ……………………………………………… 30万円
（同居特別障害者の場合） ……………………………………………… 53万円

8
寡 婦 控 除
ひ と り 親 控 除

9 勤 労 学 生 控 除 納税義務者が勤労学生である場合には ……………………………… 26万円

10 配 偶 者 控 除

11 配 偶 者 特 別 控 除

生計を一にする配偶者（他の納税義務者の扶養親族又は事業専従者を除く。）
を有する納税義務者で、前年の合計所得金額が1,000万円以下の者である場
合には、その者の総所得金額から次の区分に応じた金額を控除します。

12 扶 養 控 除

　●扶養親族（16 才以上）１人につき ………………………… 33万円
　ただし、扶養親族が 19 ～ 22 歳の場合には ………………… 45万円
　70 歳以上である場合には ……………………………………… 38万円
　●納税義務者又はその配偶者の直系尊属で、同居している 70 歳以上
　の扶養親族は１人につき ………………………………………… 45万円

13 基 礎 控 除

 

加入している保険 地震保険料控除に含まれる額

①地震保険料のみに加入 支払った保険料の１／２
（上限 25,000 円）

②長期損害保険のみに加入 これまでの計算方法と同じ
（上限 10,000 円）

③長期損害保険と地震保険の 2 つ
　の保険に加入

合計して上限 25,000 円（長期損害
保険部分は上限 10,000 円）

④1つの保険で長期損害保険と地震
　保険が備わっている保険に加入

長期損害保険控除と地震保険控除
のどちらか選択

課税所得金額 ×税率一律10％（村民税 6％、県民税 4％）

算 出 税 額

税 額 控 除 額

種　　　類 控　　　　除　　　　額

1 雑 損 控 除
次のいずれか多い金額
①（損失の金額－保険等により補てんされた金額）－（総所得金額等× 1/10）
②（災害関連支出の金額－保険等により補てんされた額）－ 5 万円

2 医 療 費 控 除

（支払った医療費－保険等により補てんされた額）
　　　　　　  － {（総所得金額× 5/100）または 10 万円のいずれか低い額 }

（限度額 200 万円）
※地方税法附則第 4 条の 4 の規定の適用を選択する場合
特定一般用医薬品等購入費－ 1 万 2 千円（限度額 8 万 8 千円）

3 社 会 保 険 控 除 支払った額

4
小 規 模 企 業 共
済 等 掛 金 控 除

支払った額

5 生 命 保 険 料 控 除

支払金額 控除額

新　

契　

約

12,000 円以下のとき 全額

12,000 円超 32,000 円以下のとき 支払金額の 1/2 ＋ 6,000 円

32,000 円超 56,000 円以下のとき 支払金額の 1/4 ＋ 14,000 円

56,000 円超のとき 28,000 円

旧　

契　

約

15,000 円以下のとき 全額

15,000 円超 40,000 円以下のとき 支払金額の 1/2 ＋ 7,500 円

40,000 円超 70,000 円以下のとき 支払金額の 1/4 ＋ 17,500 円

70,000 円超のとき 35,000 円

　一般生命保険料、介護医療保険料及び個人年金保険料につい
て、それぞれ上の算式により計算した控除額の合計額（限度額
70,000 円）
一般生命保険料又は個人年金保険料については、新契約と旧契約
の双方について控除の適用を受ける場合、新契約と旧契約それぞ
れ上の算式により計算した控除額の合計額（限度額 28,000 円）

6
地 震 保 険 料 控 除

（旧長期損害保険）

地震保険料控除が創設されます。
　地震保険への加入を促進する目的で、従来の損害保険料控除を見直
し、地震保険料控除が創設されます。（平成 20 年度分住民税から適用）
１. 支払地震保険料の 2 分の 1 相当（上限 25,000 円）が所得控除として

認められます。
２. 平成 18 年末までに締結した長期損害保険料（保険期間が 10 年以上

で満期返戻金のあるもの）には、従前の損害保険料控除を適用する
経過措置が設けられます（短期損害保険料控除は廃止になります）。

この経過措置に係る控除額と地震保険料控除の両方を適用できる場
合は、控除額の上限は 25,000 円になります。

支払長期損害保険料（A） 地震保険料控除に含まれる額

A ≦ 5,000円 A 全額

5,000円＜ A ≦ 15,000円 A × 1/2 + 2,500円

15,000円＜ A 10,000円

配偶者関係 死別または夫が生死不明 離別 未婚
扶養親族：子有り ひとり親控除 30 万円 ひとり親控除 30 万円 ひとり親控除 30 万円

扶養親族：子以外有り 寡婦控除 26 万円 寡婦控除 26 万円 適用無し
扶養親族：無し 寡婦控除 26 万円 適用無し 適用無し

※ひとり親控除・寡婦控除（納税義務者の合計所得金額が 500 万円以下の女性の場合）

配偶者関係 死別または妻が生死不明 離別 未婚
扶養親族：子有り ひとり親控除 30 万円 ひとり親控除 30 万円 ひとり親控除 30 万円

扶養親族：子以外有り 適用無し 適用無し 適用無し
扶養親族：無し 適用無し 適用無し 適用無し

※ひとり親控除（納税義務者の合計所得金額が 500 万円以下の男性の場合）

納税者本人の所得金額 900 万円以下 900万円超950万円以下 950万円超1,000万円以下

配
偶
者
特
別
控
除

所得金額 控除額
48 万円超 95 万円以下 33 万円 22 万円 11万円
95 万円超 100 万円以下 33 万円 22 万円 11万円
100 万円超 105 万円以下 31万円 21万円 11万円
105 万円超 110 万円以下 26 万円 18 万円 9 万円
110 万円超 115 万円以下 21万円 14 万円 7 万円
115 万円超 120 万円以下 16 万円 11万円 6 万円
120 万円超 125 万円以下 11万円 8 万円 4 万円
125 万円超 130 万円以下 6 万円 4 万円 2 万円
130 万円超 133 万円以下 3 万円 2 万円 1万円
133 万円超 0 万円 0 万円 0 万円

納税者本人の所得金額 900 万円以下 900万円超950万円以下 950万円超1,000万円以下

配偶者控除
一般 33 万円 22 万円 11万円
老人 38 万円 26 万円 13 万円

基
礎
控
除

前年の所得金額 控除額
2,400 万円以下2,400 万円以下 43 万円43 万円
2,400 万円超～ 2,450 万円以下 29 万円29 万円
2,450 万円超～ 2,500 万円以下 15 万円15 万円
2,500 万円超  0 万円 0 万円



外貨建等以外の証券投資信託外貨建等以外の証券投資信託

外貨建等証券投資信託外貨建等証券投資信託

前年中に次に掲げる寄附金を支出し、合計額（寄附金の合計額が総所得金額の合計額の30％を超える
場合には当該 30％に相当する金額）が 2 千円を超える場合には、その超える金額の道府県民税は 4％、
市町村民税は 6％に相当する金額
１　都道府県、市町村又は特別区に対する寄附金
２　住所地の道府県共同募金会又は日本赤十字社の支部に対する寄附金
３　所得税法等に規定される寄附金控除の対象のうち、住民の福祉の増進に寄与する寄附金として住所地
　　の道府県又は市町村の条例で定めるもの
４　特定非営利活動法人に対する寄附金のうち、住民の福祉の増進に寄与する寄附金として住所地の道
　　府県又は市町村の条例で定めるもの

ただし、1 のうち、特例控除の対象となる寄附金が 2 千円を超える場合は、その超える金額に、下表の左欄
の区分に応じて右欄の割合を乗じて得た額の道府県民税は 5 分の2、市町村民税は 5 分の3 に相当する金額
をさらに加算した金額（所得割の 20％に相当する金額を超えるときは、その 20％に相当する金額）

※ただし、合計所得金額が125万円以下であり、かつ、平成17年 1 月 1 日現
　在において65歳以上である場合は、村民税均等割額 2,000 円、県民税均等
　割額600円となります。

村民税村民税

村民税村民税

村民税均等割額村民税均等割額

村民税村民税

村

村

村

村

84.895％

79.79％

69.58％

66.517％

56.307％

49.16％
44.055％

90％

3,500円
1,500円

　前年分の所得税において平成 21 年から令和３年までの入居に係る住宅借入金

等特別控除の適用を受けた場合、①から②を控除した金額（前年分の所得税に係

る課税総所得金額等の 100 分の 5 に相当する金額（97,500 円を限度）を超える

場合には、当該金額）に下欄の割合を乗じた金額

　ただし、居住年が平成 26 年から令和３年までであって、特定取得に該当する

場合には、「100 分の 5」を「100 分の 7」と、「97,500 円」を「136,500 円」と

して計算した金額

　①前年分の所得税に係る住宅借入金等特別控除額（特定増改築等に係る住宅借

入金等の金額又は平成 19 年若しくは平成 20 年の居住年に係る住宅借入金等の

金額を有する場合には、当該金額がなかったものとして計算した金額）

　②前年分の所得税の額（住宅借入金等特別控除等適用前の金額）

市町村民税 ３／５ 道府県民税 ２／５

控除の種類 金　額 控除の種類 金　額

基 礎 控 除 ５万円 納税者本人
の所得金額

900万円以下
900 万円超

950 万円以下
950 万円超

1,000万円以下
障 害 者
控　 除

普通 １万円

特別 10 万円
配偶者控除

一般 ５万円 4 万円 2 万円

同居特別 22 万円 老人 10 万円 6 万円 3 万円

寡 婦 控 除 １万円 配 偶 者
特別控除

48万円超 50万円未満 ５万円 4 万円 2 万円

ひとり親
控 除

母 ５万円 50万円以上55万円未満 ３万円 2 万円 1 万円

父 １万円
扶養控除

一般 ５万円 老人 10万円

勤 労 学 生 控 除 １万円 特定 18 万円 同居老親等 13万円



年税額217,700円
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課　税　標　準（合計課税所得金額）
5,510,760円の給与所得控除後の額………3,866,400円
3,866,400円－1,702,547円＝2,163,853円≒2,163,000円
（総所得金額）      （所得控除合計金額）     （千円未満切り捨て）    （課税標準額）
①　村民税所得割
　　2,163,000円× ＝129,780円≒129,700円
　　（課税標準額）  （税率）      （百円未満切り捨て）
②　県民税所得割
　　2,163,000円× ＝86,520円≒86,500円
　　（課税標準額）  （税率）      （百円未満切り捨て）

  村 民 税 ・ 県 民 税 額 の 計 算  

例１
支 払 給 与 総 額 5,510,760円
社会保険料控除額 675,547円
生命保険料控除額 35,000円
配 偶 者 控 除 額 330,000円
扶 養 控 除 額 330,000円
地震保険控除額 2,000円
基 礎 控 除 額 330,000円

計1,702,547円
（所得控除合計金額）

※調整控除の計算
合計課税所得金額が200万円超の場合
人的控除の差の合計　 －　（合計課税所得金額－200万）
　　150,000　　　　　 －　　163,000　　　　　　　　　＝－13,000
　　　　　　　　　　　　　　※50,000円を下回る場合は50,000円

　　　　　　　　　　 50,000円の５％（村民税３％、県民税２％）が調整控除となる
　　　　　　　　　　 50,000×３％＝1,500　　　50,000×２％＝1,000

村民税所得割 － 調整控除 ＋ 村民税均等割
129,700　　   － 1,500　 ＋ 3,000　　 ＝131,200

県民税所得割 － 調整控除 ＋県民税均等割
86,500　 － 1,000　 ＋1000　　 ＝  86,500

特別徴収月割額算出 217,700÷12＝18,141円
 （百円未満の端数は６月分に加算します）
 ６月分　　　　18,600円
 ７月以降分　　18,100円
 なお、年税額が均等割のみの場合は６月分１回で納入となります。

※

※

（住宅借入金等特別税額控除対象の方）
※住宅借入金等特別税額控除
（事前に控除の申告をされている方のみ）の計算

所得税に係る住宅借入金等
特別税額控除可能額　　　－　前年分の所得税額

200,000円　　　　　　　　－　182,050円　＝　17,950円
17,950円の3/5が村民税、2/5が県民税の控除となる。
17,950円×3/5＝10,770円　　17,950円 ×2/5＝7,180円

左記※印の税額から上記で算出した金額がそれぞれ控除され
ます。

3,500

87,000

131,700

218,700

1,500

218,700 18,225

18,500
18,200
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退職所得に係る村民税・県民税の特別徴収について
　退職者に退職金等を支払われる場合は、所得税の源泉徴収と同時に、その退職金等に対する個人の村民税・県民税の税額（所得割額）を計
算し、退職金等の支払金額から徴収して、納入してください。
　この退職金等に係る個人の村民税・県民税の特別徴収の概要は、次のとおりです。

　　　　退職所得の課税の特例
１　退職所得に係る村民税・県民税の特別徴収
　退職金等に対する個人の村民税・県民税は、退職金等の支払の際に、所得税の場合と同様に、退職金等の支払者が自ら、その税額を計算
し、その税額を退職金等から天引きして、退職者の退職手当の支払を受けるべき日（通常は退職した日）の属する年の１月１日現在におけ
る住所の所在する市町村に納付していただくことになっております。

２　特別徴収義務者
　退職金等の支払をする者を特別徴収義務者とし、特別徴収義務者は、退職金等の支払する際に、その退職金等について退職所得に係る
個人の村民税・県民税を徴収し納入しなければならないことになっています。

３　納税義務者
　退職所得に対する個人の村民税・県民税の納税義務者は、市町村内に住所を有する者で、退職金等の支払を受ける者です。

４　課税市町村（納入すべき市町村）
　退職金に係る村民税・県民税の課税は、退職金の支払を受ける者（退職者）の平成２３年１月１日現在の住所所在地の市町村です。
したがって、退職金等から徴収した個人の村民税・県民税は、退職者の１月１日の住所所在地の市町村に、納入していただくことになりま
す。（ただし平成２４年１月１日以降退職する場合は平成２４年１月１日現在の住所所在地の市町村です。その時には一括徴収税額と退職
所得に係る特別徴収税額を納入すべき市町村が異なる場合があります）

５　退職金等の権利確定日（支払を受けるべき日）
　退職金等について支払を受けるべき日、すなわち、退職所得についての収入金額の権利の確定する時期は、原則として退職した日となり
ますが会社の役員等の退職金等で会社の定款、その他の定めにより、株主総会等の決議を要するものについては、その決議があった時によ
ります。

６　退職所得控除は次のとおりです。
　勤続年数が２０年以下の者　４０万円×勤続年数（８０万円に満たないときは、８０万円）
　勤続年数が２０年を超える者８００万円＋７０万円×（勤続年数－２０年）

　課税市町村（納入すべき市町村）　課税市町村（納入すべき市町村）

　退職金に係る村民税・県民税の課税は、退職金の支払を受ける者（退職者）の令和３年１月１日現在の住所所在地の市町村です。　退職金に係る村民税・県民税の課税は、退職金の支払を受ける者（退職者）の令和３年１月１日現在の住所所在地の市町村です。

したがって、退職金等から徴収した個人の村民税・県民税は、退職者の１月１日の住所所在地の市町村に、納入していただくことになりましたがって、退職金等から徴収した個人の村民税・県民税は、退職者の１月１日の住所所在地の市町村に、納入していただくことになりま

す。（ただし令和４年１月１日以降退職する場合は令和４年１月１日現在の住所所在地の市町村です。その時には一括徴収税額と退職所得す。（ただし令和４年１月１日以降退職する場合は令和４年１月１日現在の住所所在地の市町村です。その時には一括徴収税額と退職所得

に係る特別徴収税額を納入すべき市町村が異なる場合があります）に係る特別徴収税額を納入すべき市町村が異なる場合があります）
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７　税額の算出
　分離課税に係る所得割の税額は、退職所得の金額に、税率（市町村民税は、６％（地方税法第328条の３）、道府県民税は、４％（同法第
50条の４）を適用して計算しますが、当分の間は、そうして求められた税額から10％に相当する金額を控除するものとされています。

特別徴収税額の納入場所
（１）北中城村役場内金融機関
（２）琉球銀行
（３）沖縄銀行
（４）沖縄海邦銀行
（５）コザ信用金庫
（６）沖縄県農業協同組合
（７） ゆうちょ銀行・郵便局（沖縄県内、

または指定通知により指定されたもの）

※参考（計算の流れ）

例）勤続年数24年２月、退職手当支払額14,223,632円の場合
退職所得控除額（25年として計算）→11,500,000円

　　　14,223,632　　－　　 11,500,000　    ＝　  2,732,632円・・・・Ａ
（退職所得支払額）　　（退職所得控除額）　　（退職所得控除後の退職手当等の金額）

Ａの金額×２分の１＝1,361,816円　→　1,361,000円（1,000未満切捨て）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  ・・・・Ｂ

村民税　Ｂ×６％×0.9＝73,494円　→　73,400円（100円未満切捨て）

県民税　Ｂ×４％×0.9＝48,996円　→　48,900円（100円未満切捨て）
　　　　納付する額は　73,400　＋　48,900　＝　122,300円　です
　　　　　　　　　　 （村民税）     （県民税）         （合計）

退職手当
等収入額

退職所得
控 除 額

退職所得控除後の
退職手当等の金額 ２分の１

①村民税６％×0.9
②県民税４％×0.9
①＋②＝特別徴収税額

※税額から10％を控除します。

※計算例

８　納入書並びに納入申告書
（１）納入書は給与に係る納入済通知書と退職所得に係る納入金額欄とにわかれておりますので退職所得に係る分については必ず退職所得の

納入金額欄に記入してください。
（２）納入申告書は納入済通知書の裏面にありますので忘れずに必ず記入してください。

７　税の算出について

　●退職所得にかかる村・県民税の求め方（計算の流れ）

●（計算例）勤続年数24年2月、退職手当支払額 14,223,632 の場合

　　　　　　退職所得控除：11,500,000 円（２ヶ月は切り上げて25 年として計算）

　　　　　　

　14,223,632 円　－　11,500,000 円　＝　2,732,632 円　×　１／２　＝　1,361,816 円（1,000 円未満は切り捨て）→ 1,361,000 円

（退職手当等収入額）　  （退職所得控除）（退職所得控除後の退職手当等の金額）

村民税：1,361,000 円 × 6％ ＝ 81,660 円（100 円未満切り捨て）→ 81,600 円

県民税：1,361,000 円 × 4％ ＝ 54,440 円（100 円未満切り捨て）→ 54,400 円

納付する額は　81,600（村民税）＋ 54,400（県民税）＝ 136,000 円となります。

８　納入書並びに納入申告書

（１）納入書は給与に係る納入済通知書と退職所得に係る納入金額欄とにわかれておりますので退職所得に係る分については必ず退職所得の

納入金額欄に記入してください。

（２）納入申告書は納入済通知書の裏面にありますので忘れずに必ず記入してください。

①村民税６％
②県民税４％
①＋②＝特別徴収税額

退職手当等
収 入 額

－
退 職 所 得
控 除 額

＝
退職所得控除後の
退職手当等の金額

× １／２ ×

粟国村役場粟国村役場

琉球銀行本店・各支店（普）１７５３１５琉球銀行本店・各支店（普）１７５３１５

沖縄県農業協同組合　粟国支店・各支店沖縄県農業協同組合　粟国支店・各支店
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給与支払報告
特  別  徴  収 にかかる給与所得者異動届出書

※ＣＤ

処 

理 

日

※

現 年 度

新 年 度
◎この異動届出書は異動があった月の翌月１０日までに必ず（一括徴収した場合においても）提出して下さい。
◎この異動届出書は、コピーして使用していただいても結構です。　　　　　右の※印の欄には記入しないでください。 両 年 度

令和　　年　　月　　日

粟国村長あて

（
特
別
徴
収
義
務
者
）

給

与

支

払

者

住 所（ 居 所 ）
又 は 所 在 地

郵便番号 特 別 徴 収 義 務 者 指 定 番 号

宛 名 番 号（ 注 １）

フ リ ガ ナ
連 

絡 

者

　係

名 称 ㊞ 氏　名

個人番号又は法人番号 ＴＥＬ （　　　　）　　　  
( 内線　　　　 )

給　与　所　得　者　（ 異 動 者 ） （ア）
特別徴収税額
（年税額）

（イ）
徴収済税額

（ウ）
未徴収税額

（ア）－（イ）

異動年月日 異動の事由 異動後の未徴収税額の徴収

フリガナ 生年月日
　
　
　

年　
　
　

月　
　
　

日

１. 退職

２. 転勤

３. 休職

４. 長欠

５. 死亡

６. 会社解散

７. 住所誤報

Ｃを○で囲んだ場合は、左下の「一

括徴収しない理由欄」の該当する

番号を○で囲んでください。

氏 名

円

月分から

月分まで

月分から

月分まで

受給者番号

個人番号

1 月 1 日
現在の住所

現 住 所

給与支払を受けなくなった後の住所

円 円

Ｃ 普通徴収
※未徴収額を本人が支払う

Ｂ 一括徴収
※未徴収額を特別徴収義務者が給与等から徴収する。

Ａ特別徴収継続（転勤・再就職）
※未徴収額を新特別徴収義務者が給与から徴収する。

下記の欄には、その年の１月１日か
ら退職時までに支払の確定した給与
の額等を記載してください。

※○○市町村より退職者本
人に通知しますので旧住所
欄とあわせて現住所欄も必
ず記入してください。

一括徴収した税額は　　　　　月分で納入する

（　　　　月　　　　日納入 )

特別徴収義務者指定番号
１月１日以降退職時までの
給与支払総額（賞与含む）

退 職 手 当 等 の 支 払 額
（支払予定額）

新
特
別
徴
収
義
務
者

所 在 地
給与又は退職手当等

の支払予定月日
一括徴収予定額
（ウ）と同額

異動者印 フリガナ

円 円

円

名　 称

個 人 番 号
又は法人番号 社会保険料額 勤続年数

連 

絡 

者

係
円   年 　カ月一

括
徴
収
し
な
い

場

合

の

理

由

1．異動の日が 6 月 1 日から 12 月 31 日までの間で、本人から申出がないため。

2．異動の日が 1 月 1 日から 4 月 30 日までの間で、残税額（上記（ウ）の欄）
を超える給与、又は退職手当の支払がないため。

3．その他　　　理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

氏名

TEL（　　　 ） （内線）

月割額　　　　　円を　　　　 月分から徴収し納入する。

ご 

注 

意

１．「宛名番号」の欄には《特別徴収税額通知書》に記載された宛名番号を記入してください。
２．転勤・再就職により異動後の勤務先で引き続き特別徴収を行う場合には、前勤務先で上欄の事項を記入し、新勤務先へ回付願います。
３．新勤務先では「Ａ特別徴収継続」欄の事項を記入し、１月１日現在の住所地（課税地）の市区町村に送付してください。
４．１月１日から４月３０日までの間に退職した者に未徴収税額がある場合は、一括徴収することが義務づけられています。

Ａ．特別徴収継続

Ｂ．一括徴収

Ｃ．普通徴収



給与支払報告
特  別  徴  収 にかかる給与所得者異動届出書

※ＣＤ

処 

理 

日

※

現 年 度

新 年 度
◎この異動届出書は異動があった月の翌月１０日までに必ず（一括徴収した場合においても）提出して下さい。
◎この異動届出書は、コピーして使用していただいても結構です。　　　　　右の※印の欄には記入しないでください。 両 年 度

令和　　年　　月　　日

粟国村長あて

（
特
別
徴
収
義
務
者
）

給

与

支

払

者

住 所（ 居 所 ）
又 は 所 在 地

郵便番号 特 別 徴 収 義 務 者 指 定 番 号

宛 名 番 号（ 注 １）

フ リ ガ ナ
連 

絡 

者

　係

名 称 ㊞ 氏　名

個人番号又は法人番号 ＴＥＬ （　　　　）　　　  
( 内線　　　　 )

給　与　所　得　者　（ 異 動 者 ） （ア）
特別徴収税額
（年税額）

（イ）
徴収済税額

（ウ）
未徴収税額

（ア）－（イ）

異動年月日 異動の事由 異動後の未徴収税額の徴収

フリガナ 生年月日
　
　
　

年　
　
　

月　
　
　

日

１. 退職

２. 転勤

３. 休職

４. 長欠

５. 死亡

６. 会社解散

７. 住所誤報

Ｃを○で囲んだ場合は、左下の「一

括徴収しない理由欄」の該当する

番号を○で囲んでください。

氏 名

円

月分から

月分まで

月分から

月分まで

受給者番号

個人番号

1 月 1 日
現在の住所

現 住 所

給与支払を受けなくなった後の住所

円 円

Ｃ 普通徴収
※未徴収額を本人が支払う

Ｂ 一括徴収
※未徴収額を特別徴収義務者が給与等から徴収する。

Ａ特別徴収継続（転勤・再就職）
※未徴収額を新特別徴収義務者が給与から徴収する。

下記の欄には、その年の１月１日か
ら退職時までに支払の確定した給与
の額等を記載してください。

※○○市町村より退職者本
人に通知しますので旧住所
欄とあわせて現住所欄も必
ず記入してください。

一括徴収した税額は　　　　　月分で納入する

（　　　　月　　　　日納入 )

特別徴収義務者指定番号
１月１日以降退職時までの
給与支払総額（賞与含む）

退 職 手 当 等 の 支 払 額
（支払予定額）

新
特
別
徴
収
義
務
者

所 在 地
給与又は退職手当等

の支払予定月日
一括徴収予定額
（ウ）と同額

異動者印 フリガナ

円 円

円

名　 称

個 人 番 号
又は法人番号 社会保険料額 勤続年数

連 

絡 

者

係
円   年 　カ月一

括
徴
収
し
な
い

場

合

の

理

由

1．異動の日が 6 月 1 日から 12 月 31 日までの間で、本人から申出がないため。

2．異動の日が 1 月 1 日から 4 月 30 日までの間で、残税額（上記（ウ）の欄）
を超える給与、又は退職手当の支払がないため。

3．その他　　　理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

氏名

TEL（　　　 ） （内線）

月割額　　　　　円を　　　　 月分から徴収し納入する。

ご 

注 

意

１．「宛名番号」の欄には《特別徴収税額通知書》に記載された宛名番号を記入してください。
２．転勤・再就職により異動後の勤務先で引き続き特別徴収を行う場合には、前勤務先で上欄の事項を記入し、新勤務先へ回付願います。
３．新勤務先では「Ａ特別徴収継続」欄の事項を記入し、１月１日現在の住所地（課税地）の市区町村に送付してください。
４．１月１日から４月３０日までの間に退職した者に未徴収税額がある場合は、一括徴収することが義務づけられています。

Ａ．特別徴収継続

Ｂ．一括徴収

Ｃ．普通徴収



給与支払報告
特  別  徴  収 にかかる給与所得者異動届出書

※ＣＤ

処 

理 

日

※

現 年 度

新 年 度
◎この異動届出書は異動があった月の翌月１０日までに必ず（一括徴収した場合においても）提出して下さい。
◎この異動届出書は、コピーして使用していただいても結構です。　　　　　右の※印の欄には記入しないでください。 両 年 度

令和　　年　　月　　日

粟国村長あて

（
特
別
徴
収
義
務
者
）

給

与

支

払

者

住 所（ 居 所 ）
又 は 所 在 地

郵便番号 特 別 徴 収 義 務 者 指 定 番 号

宛 名 番 号（ 注 １）

フ リ ガ ナ
連 

絡 

者

　係

名 称 ㊞ 氏　名

個人番号又は法人番号 ＴＥＬ （　　　　）　　　  
( 内線　　　　 )

給　与　所　得　者　（ 異 動 者 ） （ア）
特別徴収税額
（年税額）

（イ）
徴収済税額

（ウ）
未徴収税額

（ア）－（イ）

異動年月日 異動の事由 異動後の未徴収税額の徴収

フリガナ 生年月日
　
　
　

年　
　
　

月　
　
　

日

１. 退職

２. 転勤

３. 休職

４. 長欠

５. 死亡

６. 会社解散

７. 住所誤報

Ｃを○で囲んだ場合は、左下の「一

括徴収しない理由欄」の該当する

番号を○で囲んでください。

氏 名

円

月分から

月分まで

月分から

月分まで

受給者番号

個人番号

1 月 1 日
現在の住所

現 住 所

給与支払を受けなくなった後の住所

円 円

Ｃ 普通徴収
※未徴収額を本人が支払う

Ｂ 一括徴収
※未徴収額を特別徴収義務者が給与等から徴収する。

Ａ特別徴収継続（転勤・再就職）
※未徴収額を新特別徴収義務者が給与から徴収する。

下記の欄には、その年の１月１日か
ら退職時までに支払の確定した給与
の額等を記載してください。

※○○市町村より退職者本
人に通知しますので旧住所
欄とあわせて現住所欄も必
ず記入してください。

一括徴収した税額は　　　　　月分で納入する

（　　　　月　　　　日納入 )

特別徴収義務者指定番号
１月１日以降退職時までの
給与支払総額（賞与含む）

退 職 手 当 等 の 支 払 額
（支払予定額）

新
特
別
徴
収
義
務
者

所 在 地
給与又は退職手当等

の支払予定月日
一括徴収予定額
（ウ）と同額

異動者印 フリガナ

円 円

円

名　 称

個 人 番 号
又は法人番号 社会保険料額 勤続年数

連 

絡 

者

係
円   年 　カ月一

括
徴
収
し
な
い

場

合

の

理

由

1．異動の日が 6 月 1 日から 12 月 31 日までの間で、本人から申出がないため。

2．異動の日が 1 月 1 日から 4 月 30 日までの間で、残税額（上記（ウ）の欄）
を超える給与、又は退職手当の支払がないため。

3．その他　　　理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

氏名

TEL（　　　 ） （内線）

月割額　　　　　円を　　　　 月分から徴収し納入する。

ご 

注 

意

１．「宛名番号」の欄には《特別徴収税額通知書》に記載された宛名番号を記入してください。
２．転勤・再就職により異動後の勤務先で引き続き特別徴収を行う場合には、前勤務先で上欄の事項を記入し、新勤務先へ回付願います。
３．新勤務先では「Ａ特別徴収継続」欄の事項を記入し、１月１日現在の住所地（課税地）の市区町村に送付してください。
４．１月１日から４月３０日までの間に退職した者に未徴収税額がある場合は、一括徴収することが義務づけられています。

Ａ．特別徴収継続

Ｂ．一括徴収

Ｃ．普通徴収



給与支払報告
特  別  徴  収 にかかる給与所得者異動届出書

※ＣＤ

処 

理 

日

※

現 年 度

新 年 度
◎この異動届出書は異動があった月の翌月１０日までに必ず（一括徴収した場合においても）提出して下さい。
◎この異動届出書は、コピーして使用していただいても結構です。　　　　　右の※印の欄には記入しないでください。 両 年 度

令和　　年　　月　　日

粟国村長あて

（
特
別
徴
収
義
務
者
）

給

与

支

払

者

住 所（ 居 所 ）
又 は 所 在 地

郵便番号 特 別 徴 収 義 務 者 指 定 番 号

宛 名 番 号（ 注 １）

フ リ ガ ナ
連 

絡 

者

　係

名 称 ㊞ 氏　名

個人番号又は法人番号 ＴＥＬ （　　　　）　　　  
( 内線　　　　 )

給　与　所　得　者　（ 異 動 者 ） （ア）
特別徴収税額
（年税額）

（イ）
徴収済税額

（ウ）
未徴収税額

（ア）－（イ）

異動年月日 異動の事由 異動後の未徴収税額の徴収

フリガナ 生年月日
　
　
　

年　
　
　

月　
　
　

日

１. 退職

２. 転勤

３. 休職

４. 長欠

５. 死亡

６. 会社解散

７. 住所誤報

Ｃを○で囲んだ場合は、左下の「一

括徴収しない理由欄」の該当する

番号を○で囲んでください。

氏 名

円

月分から

月分まで

月分から

月分まで

受給者番号

個人番号

1 月 1 日
現在の住所

現 住 所

給与支払を受けなくなった後の住所

円 円

Ｃ 普通徴収
※未徴収額を本人が支払う

Ｂ 一括徴収
※未徴収額を特別徴収義務者が給与等から徴収する。

Ａ特別徴収継続（転勤・再就職）
※未徴収額を新特別徴収義務者が給与から徴収する。

下記の欄には、その年の１月１日か
ら退職時までに支払の確定した給与
の額等を記載してください。

※○○市町村より退職者本
人に通知しますので旧住所
欄とあわせて現住所欄も必
ず記入してください。

一括徴収した税額は　　　　　月分で納入する

（　　　　月　　　　日納入 )

特別徴収義務者指定番号
１月１日以降退職時までの
給与支払総額（賞与含む）

退 職 手 当 等 の 支 払 額
（支払予定額）

新
特
別
徴
収
義
務
者

所 在 地
給与又は退職手当等

の支払予定月日
一括徴収予定額
（ウ）と同額

異動者印 フリガナ

円 円

円

名　 称

個 人 番 号
又は法人番号 社会保険料額 勤続年数

連 

絡 

者

係
円   年 　カ月一

括
徴
収
し
な
い

場

合

の

理

由

1．異動の日が 6 月 1 日から 12 月 31 日までの間で、本人から申出がないため。

2．異動の日が 1 月 1 日から 4 月 30 日までの間で、残税額（上記（ウ）の欄）
を超える給与、又は退職手当の支払がないため。

3．その他　　　理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

氏名

TEL（　　　 ） （内線）

月割額　　　　　円を　　　　 月分から徴収し納入する。

ご 

注 

意

１．「宛名番号」の欄には《特別徴収税額通知書》に記載された宛名番号を記入してください。
２．転勤・再就職により異動後の勤務先で引き続き特別徴収を行う場合には、前勤務先で上欄の事項を記入し、新勤務先へ回付願います。
３．新勤務先では「Ａ特別徴収継続」欄の事項を記入し、１月１日現在の住所地（課税地）の市区町村に送付してください。
４．１月１日から４月３０日までの間に退職した者に未徴収税額がある場合は、一括徴収することが義務づけられています。

Ａ．特別徴収継続

Ｂ．一括徴収

Ｃ．普通徴収



特別徴収義務者所在地等変更届出書
粟国村長　殿
　特別徴収義務者の所在地、名称等について下記のとおり変更したので通知します。

受領印
（
特
別
徴
収
義
務
者
）

給

与

支

払

者

所 在 地
郵便番号　　　－ 特別徴収義務者

指 定 番 号

名 称 連絡者の係

及び氏名並

び に そ の

電 話 番 号

係

代 表 者 の
職 氏 名 印 ㊞ 氏 名

法 人 番 号 電 話

変更年月日 令和　　年　　月　　日

事 　 　 　 項 変　　　　更　　　　前 変　　　　更　　　　後
フ　 リ　 ガ　 ナ

所 　 在 　 地
〒 〒

フ　 リ　 ガ　 ナ

名 　 　 称

電 　 　 話

備 　 　 考

○特別徴収事務に係る書類の送付について、上記以外の場所を希望・変更される場合には、下記の欄に送付先の記入をして下さい。

送

付

先

フ リ ガ ナ

所 在 地
〒 〒

フ リ ガ ナ

名 称

電 話

※ご注意　　所在地・名称・送付先所在地・名称には、誤読をさけるため必ずフリガナをお振り下さい。



特別徴収への切替申請書
　〔普通徴収 → 特別徴収〕 特別徴収義務者

指 定 番 号

新規

○印 

※
新
規
の
場
合
新
規
に
○
印
を
つ
け
、
事
業
種
目
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

令和　　年　　月　　日

粟国村長 あて

給

与

支

払

者

住 所 又 は
所 在 地

連　

絡　

先

係　名

事業種目

氏 名 又 は
名      称

フリガナ
氏　名

印

法 人 番 号 電　話

給 

与 

所 

得 

者

受給者番号（あれば記入） フリガナ 生年月日
左記の者について

普通徴収の　　　　　　期分から

当社で　　　　　　月分より

　　　　　　特別徴収いたします。

氏　　名 　　　年　　月　　日

1 月 1 日の住所

現　 住　 所

異動年月日 令和　　　　年　　　　月　　　　日

注　

意　

事　

項

※普通徴収の納期限を過ぎたものは
　特別徴収への切替はできません。

　【通徴収の納期限】

　　　第１期： 6 月 30 日
　　　第２期： ８ 月 31 日
　　　第３期：10 月 31 日
　　　第４期： １ 月 31 日

納期限が土、日曜日・祝祭日の場合は、
翌日（平日）となります。

市 町 村 処 理 欄

　申請理由（○印をつけてください。） 台 帳 処 理 年 月 日

　入社したため 入 力 処 理 年 月 日

　その他（例：復職など）

通 知 書 番 号

新 規 個 人 番 号




